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東日本大震災における寺院の避難所開設要因の定量的分析 
安藤徳明* 
Quantitative Analysis of Factors Determining How Temples Became 















When the Great East Japan Earthquake occurred in 2011, many religious facilities, 
including Buddhist temples, were utilized as evacuation shelters. Although a large 
number of studies have been made on temples as shelters, there is little analysis 
determining what factors caused these temples to become shelters. To answer this 
question, this paper adopted binary logistic regression analysis using a dataset gathered 
by questionnaires distributed to each local government, and GIS. What the analysis 
makes clear is that government guidance played an important role in making temples 
become shelters. 
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1. はじめに 












全市区町村の約 16%にあたる 303 自治体が 2401 の宗教施設と結んでおり、
そのうち、協力関係をより明確化するため明文化した災害協定を締結して
いるのは 95 自治体で、宗教施設は 399 に上ることが分かっている(3)。 
この背景には、震災時に宗教施設が臨時で避難所として活用された多く
の事例が存在する［稲場 2011: 11; 稲場・黒崎編 2013: 6 など］。とりわけ寺
院に関する報告は顕著であり、立地の優位性や付帯設備の活用可能性、ま
た寺院を核としたコミュニティ活動の有効性など様々な観点から寺院の避

















































場合に 1 を、そうでない場合に 0 をとるダミー変数である。 
 
・長期避難所寺院 
モデル 2 の被説明変数とし、抽出された各寺院が 30 日（1 か月）以上避

















表 1 各自治体に対するアンケート調査 
県 アンケート送付先
福島県  いわき市 ⾏政経営部 危機管理室 危機管理課
 亘理郡⼭元町 危機管理室 危機管理班
 亘理郡亘理町 総務課 安全対策班
 岩沼市 総務部 防災課
 名取市 総務部 防災安全課
 仙台市 危機管理室 減災推進課
 多賀城市 総務部 交通防災課 消防防災係
 塩竃市 市⺠総務部 市⺠安全課
 宮城郡七ヶ浜町 総務課 防災対策室
 宮城郡松島町 総務課 環境防災班
 東松島市 総務部 防災課 危機対策班
 ⽯巻市 総務部 危機対策課
 牡⿅郡⼥川町 企画課 防災係
 本吉郡南三陸町 危機管理課 危機管理係
 気仙沼市 総務部 危機管理課 防災情報係
 陸前⾼⽥市 総務部 防災対策室
 ⼤船渡市 総務部 防災管理室
 釜⽯市 危機管理監 防災危機管理課
 上閉伊郡⼤槌町 総務部 総務課 危機管理室
 下閉伊郡⼭⽥町 総務課 危機管理室
 宮古市 危機管理監 危機管理課
 下閉伊郡岩泉町 消防防災課 防災室
 九⼾郡野⽥村 総務課 庶務財政班
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地図は表 2 の通りである。 
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避難距離は 438m となっているため、徒歩圏の基準として 500m を用いた(15)。 
 





























が得られず震災以前の指定状況が不明な 32 ヶ寺を除いて行う。 
（1）指定緊急避難場所 
震災以前に寺院が「指定緊急避難場所」にあたる指定(16)を受けていた場
合に 1 を、そうでない場合に 0 をとるダミー変数である。 
（2）指定避難所 
震災以前に寺院が「指定避難所」にあたる指定を受けていた場合に 1 を、












そうでない場合に 0 をとるダミー変数である。 
（3）浄土系ダミー変数 
浄土宗、浄土真宗本願寺派、真宗大谷派の寺院である場合に 1 を、そう
でない場合に 0 をとるダミー変数である。 
（4）日蓮系ダミー変数 

























間は 46.3 日である。 




その基準を本稿では 9 日以下とした。短期避難所寺院の総数は 37 ヶ寺であ
った。また、そのうち 9 ヶ寺が開設期間 1 日の寺院であり、避難者は寺院
に避難後、当日のうちに 2 次避難に行動を移している。 
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開設期間が 30 日以上（1 か月）の寺院を「長期避難所寺院」とする。「長
期避難所寺院」は、いわゆる行政によるところの「指定避難所」と同じ意
味を持ち、避難者が生活を営む場所を提供するという役割を果たした寺院
を指す。その基準を本稿では 30 日以上とした。長期避難所寺院の総数は 43




所寺院は 37.9%であり、寺院の 4 割弱が被災者を収容したという結果であっ
た。避難所寺院の内訳は、短期避難所寺院が 14.5%とおよそ 15%の寺院が短
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福島県 31 11 9 0 1 1
宮城県 160 53 18 8 26 1
岩⼿県 63 33 10 7 16 0


















岩⼿県 6147 18725  
出所：消防庁 平成 23 年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について







表 6 に抽出された寺院の空間的属性に関する基本統計量を表した。 
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が大きいため、1 つ 1 つの統計的指標とその分析結果について示す必要があ
ると考えられる。 
 














29 m 3934 m







































1185.4 m 1005.3 m
735.5 m 955.6 m
⻑期避難所
寺院
923.6 ㎡ 774.3 ㎡







268.4 m 498.5 m
1122 m 2550.4 m
831.8 m 644.8 m
避難所寺院 ⾮避難所寺院
853.3 ㎡ 594.4 ㎡









表 8 地区別死亡者数に関する基本統計量 
平均値 標準偏差 最⼩値 最⼤値
72.8 165.3 0 1037
97.4 178.6 0 781





表 9 地区別死亡率に関する基本統計量 
平均値 標準偏差 最⼩値 最⼤値
1.60 2.42 0 13.57
1.96 2.30 0 12.78












そのうち 6 ヶ寺が避難所として開設した。さらに、避難所として開設した 6
ヶ寺のうち 5 ヶ寺がその目的に適い長期避難所寺院となった。3 ヶ寺は「指
定避難所」として指定されていたにも関わらず、避難所として開設してい






























指定避難所 1 0 5 0 3 9
指定緊急
避難場所
⾮指定 23 10 26 0 120 179













不明な寺院 32 ヶ寺を除く 
 
（d）宗派的特性 
表 11 は各分類の避難所寺院における各宗派の内訳を表したものである。 
避難所寺院全 97 ヶ寺中、60 ヶ寺が禅宗系寺院である。次に真言系寺院が
15 ヶ寺、浄土系寺院が 13 ヶ寺、日蓮系寺院が 7 ヶ寺、天台系寺院(20)とその
他(21)が 1 ヶ寺ずつという結果となった。 
避難所となった割合としては、上位 4 グループそれぞれに大きな差はな
く 3 から 4 割程度である。禅宗系寺院は、長期避難所寺院数が 30 ヶ寺と避
難所寺院数の半分を占め高い割合を示す。日蓮系寺院は、長期避難所寺院
の割合としては禅宗系寺院を上回るが、総数は 23 と禅宗系寺院の約 6 分の
1 である。 
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表 11 各分類の避難所寺院における各宗派の内訳 
宗派 総寺院数 避難所寺院数 短期避難所寺院数
⻑期避難所
寺院数
禅宗系 135 60 20 30
真⾔系 49 15 8 3
浄⼟系 32 13 7 4
⽇蓮系 23 7 1 5
天台系 5 1 1 0
その他 12 1 0 1















表 12 各宗派の地理的属性の平均値 









禅宗系 863.7 19.7 414.2 2094.4 798.8 0.76 2.50
真⾔系 492.2 16.9 386.9 1724.0 675.1 0.59 2.12
浄⼟系 640.3 13.8 421.7 2468.8 702.7 1.19 3.97




表 13 と表 14 が二項ロジットモデルによる回帰分析の結果を示したもの
である。表 13 はモデル 1 で、被説明変数に避難所として開設したか、開設
しなかったかのダミー変数を用いている。表 14 はモデル 2 で、長期間避難
所として開設したか、しなかったかを被説明変数としたものである。以下、
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※括弧内は標準誤差、*p<0.1  **p<0.05  ***p<0.01 















































※括弧内は標準誤差、*p<0.1  **p<0.05  ***p<0.01 

























































かった。避難所寺院全 97 ヶ寺中、60 ヶ寺が禅宗系寺院であったが、そもそ
も東北地方には禅宗系が広く分布しており、抽出された寺院数としても禅










































(2) 内閣府 全国の避難者等の数 
 （http://www.cao.go.jp/shien/1-hisaisha/1-hinansha.html、2016年 1月 30日アクセス）
を参照。 
(3) 『朝日新聞』2014 年 10 月 26 日を参照。 
(4) 国土交通省 2 万 5 千分 1 浸水範囲概況図 福島県、宮城県、岩手県








宗、単立寺院 1 ヶ寺、宗派不明寺院 3 ヶ寺を含む。 
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(9) 出版年月が 2011 年 3 月または 2011 年の地図は、地図作成のための調査日程が 3
月 11 日以前であることを確認している。 
(10) 国土地理院 地理院地図（電子国土 Web）
（http://portal.cyberjapan.jp/site/mapuse4/index.html#zoom=4&lat=35.99989&lon=13
8.75&layers=BTTT、2016 年 1 月 30 日アクセス）を参照。 
(11) 政府統計の総合窓口 
 （http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/eStatTopPortal.do、2016 年 1 月 30 日アクセス）
を参照。 
(12) 復興支援調査アーカイブ 
 （http://fukkou.csis.u-tokyo.ac.jp/、2016 年 1 月 30 日アクセス）を参照。 
(13) 国土交通省 国土数値情報ダウンロードサービス 
 （http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html、2016 年 1 月 30 日アクセス）を参照。 
(14) 各自治体のホームページを参照。 
(15) 国土交通省 東日本大震災の津波被災現況調査結果（第 3 次報告） 
 （http://www.mlit.go.jp/report/press/toshi09_hh_000004.html、2016 年 1 月 30 日アク
セス）を参照。 
(16) 2013 年 6 月に災害対策基本法が一部改正され指定避難所の分類の見直しが行わ
れる以前は、区分の名称が異なっていた。例えば、第 2 次避難所は改正後には
指定避難所に改められた。2015 年 1 月現在における名称と異なるという意味で、
本稿では「（現在の要件で）指定緊急避難場所、または指定避難所にあたる指定
を受けていた」という表現を用いる。 
(17) 二項ロジットモデルは、被説明変数が通常 1 と 0 の値をとるダミー変数である
際に用いられる回帰分析の手法の 1 つであり、説明変数がある値をとった時の
ダミー変数が 1 になる確率を予測する分析である。 
(18) 消防庁 平成 23 年東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について（第 150 報） 
 （http://www.fdma.go.jp/bn/higaihou_past_jishin.html 、2016 年 1 月 30 日アクセス）
を参照。 
(19) 気象庁 平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震 




(22) 文部科学省 災害に強い学校施設づくり検討部会（第 6 回） 配布資料 
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 （http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/013/007/shiryo/1342793.htm、
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